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（環境省） 

事 項 名 20年度減量・効率化の取組内容 

本省内部部局等におけるアウトソ

ーシング等による効率化 

環境省行政効率化推進計画に基づき、自動車運行管理業務、電話交換業務、ホームページの作成・管理業務等につい

て、引き続き民間委託を実施する。 

なお、技能職員については必要最低限の人員とし、これを超えての採用は今後行わないものとする。 

 

【地方環境事務所】  

地方環境事務所における事務・事

業及び組織の合理化等 

廃棄物の不法投棄の現地調査、国立公園・各種保護区の管理に係る業務等について、再任用短時間職員の活用、ボラ

ンティアの協力、民間委託及び申請・届出手続等のオンライン化の推進を図ること等により、地方環境事務所全体での

配置の見直しを行い、平成18～19年度に20人、20年度に９人合理化することを含め、22年度末までに定員を39人以上合

理化する。 

 

【国民公園等管理事務所】  

国民公園等管理業務のアウトソー

シング 

苑内施設の整備・管理等の国民公園等管理事務所に係る管理業務について、樹木剪定、苑内の水質調査等について可

能な限り民間委託等することにより、平成19年度に１人、20年度に２人合理化することを含め、22年度末までに定員を

７人以上合理化する。 

なお、技能・労務職員の採用は今後行わないものとする。 

 

業務・システムの最適化に基づく

業務の効率化・合理化 

業務の集約化やアウトソーシング、業務処理システムの最適化により内部管理業務を見直す。 

「環境省ネットワーク（共通システム）最適化計画」に基づき、ネットワーク構成、機器、運用等の統合により、運

用管理業務を効率化する。 

これらの取組により、平成18～19年度に５人、20年度に１人合理化することを含め、22年度末までに定員を10人合理

化する見込みである。 

以上のほか、府省共通業務・システム及び一部関係府省業務・システムについては、各最適化計画の進捗状況を踏ま

えつつ、各計画の担当府省と調整を行い、府省共通業務・システムの導入による業務の効率化・合理化を実施する。 

 

国民公園・国立公園関係施設の維

持管理業務の市場化テストの実施

による効率化等 

国民公園・国立公園関係施設における維持管理業務については、既に一部業務の民間委託を実施している。引き続

き、更なる業務の効率化等を推進するとともに、「公共サービス改革基本方針」に基づき民間競争入札の対象とし、落

札者による事業を実施する方向で業務の範囲等について検討を行い、20年中に結論を得る。 

 

施設管理・運営業務の市場化テス 環境調査研修所の施設の管理・運営業務については、既に民間委託を実施しているところであるが、「公共サービス
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トの実施による効率化等 改革基本方針」に基づき民間競争入札を行い、平成21年４月から原則３年以上の複数年契約によって実施することによ

り、施設の管理・運営業務の効率化等を図る。 

 

特別会計改革による事務・事業の

効率化・合理化 

平成19年度において、「石油及びエネルギー需要構造高度化対策特別会計」が「エネルギー対策特別会計」に統合さ

れたことに伴い、「特別会計に関する法律」において規定される情報開示等の新たな業務に対応しつつ、事務・事業の

効率化・合理化を図る。 

 

研修・研究施設の組織・運営の効

率化・合理化 

環境調査研修所の行う国・自治体職員向けの研修については、近年の環境行政の複雑化・専門化に対応した研修コー

スの新設・見直し等を行い、組織の膨張を来さないよう、業務実施体制の見直しを行ってきている。 

研修業務の実施に当たっては、今後とも効率的な運営に努める。 

 

（注）事項名に（☆）がある事項における平成20年度の合理化数は他の事項との重複がある。 

 


